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２ 高等学校（全日制・定時制） 
 

〔Ⅱ－２－１表〕          主 要 指 標 の 推 移 

 （注） １  「Ａ大学等進学者」とは、大学の学部・通信教育部・別科、短期大学の本科・通信教育部・別科、高等学校の専攻科、

盲・聾・養護学校高等部の専攻科への進学者である。また、進学しかつ就職した者を含む。 

     ２  「Ｅ就職者」は、就職のみした者を計上している。 

Ａ及びＢの進学者、Ｃ及びＤの入学者のうち就職している者は、再掲欄Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉに計上している。 

 

 （１） 卒 業 者 総 数 

    ア 卒業者総数は８万1701人で、前年より2,336人(対前年△2.8％)減少している。    〔Ⅱ-2-1表〕 

    イ 設置者別では、国立438人（構成比0.5％）、公立４万9574人（同60.7％）、私立３万1689人（同 

     38.8％）である。                                 〔Ⅱ-2-1表〕 

    ウ 男女別では、男子４万1353人（構成比50.6％）、女子４万348人（同49.4％）である。 

〔Ⅱ-2-1表〕 

    エ 都道府県別では、東京都11万2759人、大阪府８万1701人、神奈川県７万2259人の順に多く、鳥取 

     県7,151人、高知県8,248人、島根県8,632人の順に少ない。なお、全国の卒業者数は131万4828人で 

     ある。                                        〔付表-6〕 

    オ 課程別では全日制課程８万23人（構成比97.9％）、定時制課程1,678人（同2.1％）である。 

                                              〔Ⅱ-2-1表〕 

    カ 進路別では、大学等進学者３万9713人（構成比48.6％）、専修学校（専門課程）進学者１万1520人 

     （同14.1％）、専修学校(一般課程)入学者1,301人（同1.6％）、各種学校入学者8,637人(同10.6％)、 

公共職業能力開発施設等入学者173人（同0.2％）、就職者9,603人（同11.8％）、左記以外の者  

10,753人（同 13.2％）、死亡・不詳の者１人（同0.0％）である。             〔Ⅱ-2-1表〕 

 

Ａ Ｂ Ｃ  専修学校(一般 Ｄ Ｅ Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄのうち

卒 業 者大 学 等 専修学校
    課程)等入学者

公共職業 就 職 者左記以死亡・
就職している者（再掲）

就 職 者うち

区　　分 総 数進 学 者うち
(専門課程) 専 修各 種 能力開発 外の者 不詳のＦ Ｇ Ｈ I 総 数他 府 県 へ

通信教育 進 学 者学 校学 校 施設等
 者  

Ａの Ｂの Ｃの Ｄの 　(E+F+G　
の 就 職 者

部を除く (一般課程)
入学者

うち うち うち うち 　　+H+I)

 人

平成１０年３月 90,658 42,901 42,856 11,827 811 10,983 315 15,800 8,000 21 49 103 94 16,046 1,098

１１ 86,239 42,162 42,111 11,326 955 9,087 253 12,859 9,584 13 64 94 57 - 13,074 899

１２ 82,748 41,802 41,755 10,801 1,145 7,895 249 11,055 9,786 15 58 95 49 3 11,260 722

１３ 84,037 41,758 41,721 11,289 1,480 8,738 196 10,580 9,991 5 49 57 37 1 10,724 655

１４ 81,701 39,713 39,692 11,520 1,301 8,637 173 9,603 10,753 1 39 57 23 2 9,724 602

男 41,353 18,871 18,859 4,745 737 6,238 145 5,587 5,030 - 24 14 - 2 5,627 447

女 40,348 20,842 20,833 6,775 564 2,399 28 4,016 5,723 1 15 43 23 - 4,097 155

全  日  制 80,023 39,542 39,527 11,423 1,290 8,614 168 9,091 9,894 1 26 54 23 2 9,196 ･･･

定  時  制 1,678 171 165 97 11 23 5 512 859 - 13 3 - - 528 ･･･

国      立 438 226 226 2 - 210 - - - - - - - - - -

公      立 49,574 19,248 19,231 8,472 830 4,480 151 8,010 8,383 - 38 47 16 1 8,112 432

私      立 31,689 20,239 20,235 3,046 471 3,947 22 1,593 2,370 1 1 10 7 1 1,612 170
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  （２） 大 学 等 進 学 者 数            

    ア 大学等進学者数は３万9713人で､前年より2,045   〔Ⅱ－２－１図〕 進路別卒業者の推移 

     人（対前年△4.9％）減少している。設置者別で 

     は、国立226人（構成比 0.6％）、公立１万9248 

     人（同48.5％)、私立２万239人(同51.0％）で 

     ある。               〔Ⅱ-2-1表〕 

    イ 男女別では、男子１万8871人（構成比47.5％）、 

     女子２万842人（同52.5％）である｡ 

                       〔Ⅱ-2-1表〕 

    ウ 都道府県別では、東京都５万9101人、大阪府 

     ３万9713人、愛知県３万5880人の順に多く、 

     鳥取県2,816人、高知県3,297人、島根県3,629 

     人の順に少ない。なお、全国の大学等進学者数は 

58万9675人である。        〔付表-6〕 

    エ 大学等進学者の内訳は大学の学部３万787人 

     （構成比 77.5％）、短期大学の本科8,889人 

     （同22.4％）、大学・短期大学の通信教育部21 

人（同0.1％）、大学・短期大学の別科３人（同 

0.0％）、高等学校専攻科10人（同0.0％）、盲・ 

聾・養護学校の高等部専攻科３人（同0.0％）で 

ある。   〔Ⅱ-2-2表・Ⅱ-2-3図・統計表88〕 

    オ 卒業学科別では、普通科３万5225人（構成比                              

      88.7％）、工業科1,119人（同2.8％）、商業科 

552人（同1.4％）、農業科64人（同0.2％）、 

看護22人（同0.1％）、家庭科１人（同0.0％）､ 

その他2,359人（同5.9％）、総合学科371人 

（同0.9％）である。        〔統計表89〕 

      

 

〔Ⅱ－２－２表〕         大 学 等 進 学 者 の 内 訳 

 

(公共職業能力開発施設

等入学者を含む) 

大     学 短 期 大 学 大 学 ・ 短 大 学 ・ 高 等 盲・聾・養

区　　分 総 数 （ 学 部 ） （ 本 科 ） 期 大 学 の 短 期 大 学 学 校 護学校の高

男 女 男 女
通信教育部 の 別 科 専 攻 科 等部専攻科

 人

平成１０ 年３月 42,901 28,270 17,002 11,268 14,546 1,308 13,238 45 26 11 3

１１ 42,162 29,322 17,936 11,386 12,740 1,049 11,691 51 33 12 4

１２ 41,802 31,120 19,045 12,075 10,617 1,166 9,451 47 12 4 2

１３ 41,758 31,829 18,974 12,855 9,878 1,038 8,840 37 6 5 3

１４ 39,713 30,787 17,953 12,834 8,889 892 7,997 21 3 10 3



           - 46 - 

 （３） 大 学 等 進 学 率 

    ア 大学等進学率は48.6％で、前年より1.1ポイント下降している。     〔Ⅱ-2-4表・Ⅱ-2-2図〕 

    イ 男女別では、男子45.6％で前年より1.4ポイント下降し、女子51.7％で前年より0.7ポイント下降し 

     ている。                                〔Ⅱ-2-4表・Ⅱ-2-2図〕 

    ウ 卒業学科別では、普通科52.3％、工業科19.2％、農業科13.7％、商業科18.2％、看護科14.6％、家 

庭科2.4％、その他の学科61.4％、総合学科38.1％である。               〔統計表91〕 

    エ 都道府県別では、京都府53.8％、奈良県53.3％、兵庫県52.8％の順に高く、沖縄県31.2％、岩手県 

     31.7％、青森県32.8％の順に低い。大阪府は全国第12位で、全国平均44.8％を3.8ポイント上回って 

     いる。                             〔Ⅱ-2-3表・Ⅱ-2-4表・付表-6〕 

 

 

〔Ⅱ－２－３表〕 都道府県別大学等進学率    〔Ⅱ－２－２図〕 大学等進学率の推移 

 

 

 （４） 大学（学部）・短期大学（本科）入学志願者数 

    ア 大学（学部）・短期大学（本科）へ入学を志願した者は５万2522人で、前年より1,717人（対前年 

 △3.2％）減少し、本年３月卒業者に占める割合は64.3％である。なお、全国では73万7994人で、前 

 年より3,147人（同△0.4％）減少している。                        〔Ⅱ-2-5表〕 

  イ 男女別では、男子２万7700人、女子２万4822人で、本年３月卒業者のうち男子の67.0％、女子の 

   61.5％が入学を志願している。                           〔Ⅱ-2-5表〕 

    ウ 過年度卒業者の入学志願者数は１万1703人で、前年より622人（対前年5.6％）増加している。 

     そのうち前年３月の卒業者は9,683人で、前年より629人（同6.9％）増加している。   〔Ⅱ-2-5表〕      

    エ 過年度卒業者を含む入学志願者の総数は６万4225人で、前年より1,095人（対前年△1.7％）減少し 

ている。                                       〔Ⅱ-2-5表〕 

 

 

 順  位 都道府県 率

％

1 京 都 府 53.8

2 奈 良 県 53.3

3 兵 庫 県 52.8

4 広 島 県 52.5

5 東 京 都 52.4

12 大 阪 府 48.6

43 熊 本 県 34.6

44 福 島 県 33.6

45 青 森 県 32.8

46 岩 手 県 31.7

47 沖 縄 県 31.2

20

25

30

35

40

45

50

55

60

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
(各年3月）

（％）

大阪府平均 大阪府（男）

大阪府（女） 全国平均

平成



           - 47 - 

〔Ⅱ－２－４表〕    大 学 等 進 学 率 及 び 就 職 率 

（注） 「就職率」は、卒業者総数に占める就職者総数の割合である。 

   

 

〔Ⅱ－２－５表〕     大学（学部）・短期大学（本科）への入学を志願した者 

  （注） 本表は入学を志願した者の実数を表したもので、同一人が複数の学校、学部、学科に志願した場合であっても一人として 

     数えている。（通信教育部等は含まない） 

 

 

 

大                阪                府 全    国

進   学   率 就   職   率 進 学 率 就職率

区　　分 うち通信教育部を除く うち通信

教育部を

除 く

 ％

平成１０ 年３月 47.3 39.8 55.1 47.3 39.8 55.0 17.7 19.4 15.9 42.5 42.4 22.7

１１ 48.9 43.6 54.3 48.8 43.6 54.2 15.2 16.8 13.5 44.2 44.1 20.2

１２ 50.5 47.9 53.3 50.5 47.8 53.2 13.6 15.4 11.7 45.1 45.1 18.6

１３ 49.7 47.0 52.4 49.6 47.0 52.4 12.8 14.2 11.3 45.1 45.1 18.4

１４ 48.6 45.6 51.7 48.6 45.6 51.6 11.9 13.6 10.2 44.8 44.8 17.1

国      立 51.6 46.8 55.7 51.6 46.8 55.7 - - - 54.3 54.2 2.1

公      立 38.8 33.7 43.4 38.8 33.6 43.4 16.4 20.6 12.6 41.2 41.2 19.4

私      立 63.9 61.2 67.3 63.9 61.2 67.3 5.1 4.7 5.6 53.4 53.4 11.6

女総 数 男 女 総 数 男 女 総 数 男

本年３月卒業者の入学志願者 過年度卒業者の入学志願者 全   国

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ / Ａ 総   数 前年３月 前々年３月 本年３月卒業者

年 総 数 大学（学部）入 学 で 入学率 卒 業 者 以前卒業者 の入学志願者

対前年
短期大学(本 き な か

対 前 年 対 前 年 対 前 年 対前年
増減率

科 ) 進 学 者 っ た 者
増 減 率 増 減 率 増 減 率 増減率

人 ％ 人 ％ 人 ％

平成１０ 57,735 △6.1 42,816 14,919 74.2 16,814 △13.2 13,489 △13.9 3,325 △10.0 792,567 △3.4

１１ 55,098 △4.6 42,062 13,036 76.3 13,990 △16.8 11,416 △15.4 2,574 △22.6 756,149 △4.6

１２ 52,821 △4.1 41,737 11,084 79.0 12,253 △12.4 9,791 △14.2 2,462 △4.4 738,443 △2.3

１３ 54,239 2.7 41,707 12,532 76.9 11,081 △9.6 9,054 △7.5 2,027 △17.7 741,141 0.4

１４ 52,522 △3.2 39,676 12,846 75.5 11,703 5.6 9,683 6.9 2,020 △0.3 737,994 △0.4

男 27,700 △3.4 18,845 8,855 68.0 8,477 4.9 6,937 6.5 1,540 △1.8 377,781 △0.0

女 24,822 △2.9 20,831 3,991 83.9 3,226 7.5 2,746 8.0 480 4.8 360,213 △0.8
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（５） 専修学校（専門課程）進学者 

    ア 専修学校（専門課程）進学者数は１万1520人で、前年度より231人（対前年2.0％）増加している。 

     卒業者総数に占める割合は14.1％である。                      〔Ⅱ-2-1表〕 

    イ 都道府県別では、東京都１万7338人、北海道１万3381人、埼玉県１万2460人の順に多く、大阪府は 

     全国第５位である。                                 〔付表-6〕 

 

 （６） 専修学校（一般課程）等入学者 

    ア 専修学校（一般課程）等入学者数は9,938人で、前年度より280人(対前年△2.7％)減少している。 

     卒業者総数に占める割合は12.2％である。                        〔Ⅱ-2-1表〕 

    イ 都道府県別では、東京都１万2382人、大阪府9,938人、埼玉県7,706人の順に多い。   〔付表-6〕 

 

 （７） 公共職業能力開発施設等入学者 

    公共職業能力開発施設等入学者は173人で、前年より23人(対前年△11.7％)減少している｡ 〔Ⅱ-2-1表〕 

 

 

  〔Ⅱ－２－３図〕                  〔Ⅱ－２－４図〕 

      大学等進学率・就職率の男女比較           就 職 率 の 推 移 

 

 （８） 就職者総数（就職進学者、就職しつつ専修学校等へ入学した者を含む） 

    ア 就職者総数は9,724人で、前年より1,000人（対前年△9.3％）減少している。内訳は、就職者9,603 

人、就職進学者39人、専修学校等に入学しつつ就職した者82人である。               〔Ⅱ-2-1表〕 

    イ 設置者別では、公立8,112人（構成比83.4％）、私立1,612人（同16.6％）である。  〔Ⅱ-2-1表〕 

    ウ 男女別では、男子5,627人（構成比57.9％）、女子4,097人（同42.1％）である。   〔Ⅱ-2-1表〕 

  

10.2

16.8

19.8

31.8

13.6

11.5

2.2

43.4

0 20 40 60

　　就　職　率　　　

専修学校（専門課程）

進　学　率

短期大学（本科）　　

進　学　率

大　　学　（学部）　　

進　学　率

％

女 男

0

5

10

15

20

25

30

35

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
（各年3月）

（％）

大阪府平均 大阪府（男）

大阪府（女） 全国平均

平成



           - 49 - 

   エ 産業別にみると、第１次産業25人（構成比0.3％）、第２次産業4,079人（同41.9％）、第３次産 

業5,344人（同55.0％）、左記以外のもの276人（同2.8％）で第３次産業が過半数を占めている。 

                                              〔統計表92〕 

    オ 産業分類別では、「製造業」3,463人(構成比35.6％)、「卸売・小売業､飲食店」2,221人（同22.8 

     ％）、「サ－ビス業」2,035人（同20.9％）の順に多い。また、男子では「製造業」が2,421人と最も 

     多く、男子就職者総数の43.0％を占めており、女子では「卸売・小売業､飲食店」が 1,320人と最も多 

     く、女子就職者総数の32.2％を占めている。                 〔Ⅱ-2-5図・統計表92〕 

    カ 職業分類別では、「生産工程・労務作業者」4,069人（構成比41.8％）、「サービス職業従事者」 

1,678人（同17.3％）、「事務従事者」1,538人（同15.8％）の順に多い。なお、男子では「生産工程・ 

労務作業者」の 3,434人が最も多く、男子就職者総数の 61.0％を占めている。また、女子では「事務 

従事者」の1,317人が最も多く、女子就職者総数の32.1％を占めている。  〔Ⅱ-2-6図・統計表94〕 

 

    〔Ⅱ－２－６表〕               〔Ⅱ－２－７表〕 

       都道府県別就職率                大阪府外への就職者数 

     (注)進学就職者等を含む。 

 

 （９） 就 職 率 

    ア 就職率は11.9％で、前年より0.9ポイント下降している。              〔Ⅱ-2-4表〕 

    イ 男女別では、男子13.6％で前年より0.6ポイント下降し、女子10.2％で前年より1.1ポイント下降し 

     ている。全国では17.1％（男子19.1％、女子15.1％）で、前年より1.3ポイント下降している。 

                                     〔Ⅱ-2-4表・Ⅱ-2-4図・付表-6〕 

    ウ 都道府県別では、宮崎県31.6％、青森県31.0％、佐賀県30.8％の順に高く、東京都7.1％、神奈川県 

9.2％、京都府10.5％の順に低い。大阪府は全国第42位である。             〔Ⅱ-2-6表・付表-6〕  

    エ 大阪府外就職者は602人で、就職者総数の6.2％を占めている。内訳は、近畿地方305人（構成比 

     50.7％）、関東地方148人（同24.6％）、中部地方72人（同12.0％）の順に多い。   〔Ⅱ-2-7表〕 

（注）進学就職者等を含む。 

順　位 都道府県 率

％

1 宮 崎 県 31.6

1 青 森 県 31.0

3 佐 賀 県 30.8

4 宮 崎 県 30.0

5 秋 田 県 29.3

5 岩 手 県 29.3

42 大 阪 府 11.9

43 千 葉 県 11.8

44 奈 良 県 11.0

45 京 都 府 10.5

46 神奈川県 9.2

47 東 京 都 7.1

地 方 別 就職者数 構 成 比

人 ％

総 数 602 100.0

北 海 道 9 1.5

東 北 1 0.2

関 東 148 24.6

中 部 72 12.0

近 畿 305 50.7

中 国 14 2.3

四 国 4 0.7

九州・沖縄 11 1.8

そ の 他 38 6.3
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〔Ⅱ－２－５図〕    男 女 別 ・ 産 業 別 就 職 者 の 割 合 

 

 

〔Ⅱ－２－６図〕    男 女 別 ・ 職 業 別 就 職 者 の 割 合 
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